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研究目的

2018年度～2019年度

小児慢性疾患児の就園の実態と就園に関する
課題、就園準備に必要な要素を明らかにする。

（質問紙調査、インタビュー調査）

2020年度

就園に向けての「小児慢性疾患患児保育活
動アセスメントシート」を作成し、入園ガイドとなる
手引き（ガイドブック）を作成する。



実態調査結果

対象施設
社団福祉法人全国保育協議会132施設中65施設から回答

＜施設概要＞

公設16施設（24.6％）民営44施設（73.8％）その他

認可保育所 48施設（73.8％）

認定こども園 17施設（26.2％）

＜在籍園児数＞

100名以下 24施設（36.9％）

101～200名 28施設 (43.1％)

201名以上 5施設（7.7％）

＜事業＞

障害児保育事業 70.8％ 一時預かり事業 53.8％

医療的ケア児受け入れ事業 3.1％



人数 ％

自立支援事業 21 33.3

小児慢性特定疾病児童等自立支援員 1 1.6

障がい児等相談支援専門員 17 26.2

医療的ケア児コーディネーター 4 6.3

自立支援事業等の認知状況 （N＝65）



小児慢性疾患児の受け入れ状況
(内服等の何らかの医療的ケアが必要な児）

①過去5年間に小慢児童を受け入れた施設：22施設（33.8％）

②直接関係した人（職種）

施設数 ％

自治体職員 10 45.5

施設長（園長） 20 90.9

施設保育者 20 90.9

保育所看護職 8 36.4

医師（主治医、かかりつけ医、訪問医） 6 27.3

地域の保健師 5 22.7

児童発達支援センター等療育施設職員 5 22.7

嘱託医（園医） 2 9.1

障がい児等相談支援専門員 2 9.1



③関連機関連携

受入時の話し合い：11施設（50％）３回が最も多い

受け入れ後のバックアップ：８施設（36.4％）

④受け入れ児童の状況

疾患群 児数

慢性腎疾患 2

慢性呼吸器疾患 2

慢性心疾患 8

内分泌疾患 4

糖尿病 2

先天性代謝異常 1

神経・筋疾患 6

慢性消化器疾患 2

染色体・遺伝子の変化に伴う疾患 11

医療的ケア 児数

内服・座薬 3

気管吸引 2

血糖測定 １

インスリン注射 １

胃ろう・経管栄養 １

導尿 2

担当保育士の加配 16施設
看護師の加配 3施設



受け入れ後の影響

＜子どもへの影響 33件＞

・小児慢性疾患児：刺激を受け成長している

他児の真似をしながら生活習慣が身ついてきている

・他の子どものへの影響：思いやりやいたわりが見られる

小慢児の成長をみんなで喜ぶ

コミュニケーションがうまくとれずに子ども同士嫌な思いをする

子ども同士の気持ちを汲み取りながら関わることが難しい

＜保育士への影響 39件＞

・小慢児の保育を通して：子どもの見る目が育つ、連携が図られる

・病気や特別支援に関する知識が増え勉強の機会となっている

・情報不足で具体的支援がわからない、毎日が試行錯誤

・個と集団のバランス、個別配慮しながらの保育の難しさ

・子どもの思いや読み取れない、などのコミュニケーションが難しい

・小慢児が世話をしてもらうのが当たり前になる、などの戸惑い

＜保護者との関係 8件＞



卒園の支援

•卒園児 14施設（63.6％）

•就学先の見学、授業参観、教育相談

•学校関係者が園に見学に訪れる等の情報共有



受け入れ経験の有る保育園
小慢児受け入れのための判断基準

(受入れにあたり特に重視する項目）

施設数 ％

集団保育が可能な病状であるか 13 59.1

保育士の加配が必要か 11 50.0

どの程度介助（年齢相応以外）が必要か 8 36.4

緊急時の対応ができるか 6 27.3

看護職の配置が可能か 1 4.5

設備が整っているか 1 4.5

療育施設などのからのサポート体制 1 4.5

園の規則など変更等が可能か 1 4.5

N=22



受け入れ経験の無い保育園
小慢児受け入れのための判断基準

(受入れにあたり特に重視する項目）

施設数 ％

集団保育が可能な病状であるか 18 48.6

緊急時の対応ができるか 16 43.2

看護職の加配が可能か 12 32.4

保育士の加配が必要か 10 27.0

どの程度介助（年齢相応以外）が必要か 8 21.6

設備が整っているか 7 18.9

病院（主治医）が近くにあるか 5 13.5

園医からのサポート体制 2 5.4

療育施設などからのサポート体制 1 2.7

N=37



小慢児 受け入れのための判断基準の違い
(受入れにあたり特に重視する項目）

基準内容

受入れ経験 有
N＝22

受入れ経験 無
N=37

施設数 ％ 施設数 ％

集団保育が可能な病状であるか 13 59.1 18 48.6

保育士の加配が必要か 11 50.0 10 27.0

どの程度介助（年齢相応以外）が必要
か

8 36.4 8 21.6

緊急時の対応ができるか 6 27.3 16 43.2

看護職の加配が可能か １ 4.5 12 32.4



インタビュー調査結果

対象：関東近郊5施設（16事例）地方都市2施設（14事例）

関東近郊：発達上の遅れや年齢相応以上の介助が必要な場合は、受け入れ園が

限定されるため母親が直接打診してくる

・医療的ケア児の受け入れは、園の考え方や保育士の受け入れに対する理解等による

・医療的ケアがあるだけで保育士たちのハードルが高くなり、保育士の医療的知識や技術など

の力量を高めるために保育士たちに情報提供や指導できる人が身近にいることが重要

・医師の登園許可書をもとに保護者と具体的に話し合うことで、保育士の不安軽減をはかる

地方都市：2施設とも当該地域の中心となって小児慢性疾患児を受け入れている。

・入園ルートが確立されているため準備期間も短く、地域関連機関とも連携が図られている

・個別支援計画の作成、定期的会議による保育内容や発達支援の方向性を決定している

両地域の事例とも、入園後は日々保護者や担当保育士との連絡・調整を行い、体調管理
をしながら保育活動にスムーズには入れるよう促し、大きな問題もなく過ごすことができている。



就園・入園後の段階的支援
①就園にあたっての準備期間
・子どもの健康状態・生活レベルと保育園生活とのすり合わせが必要

・保育士の負荷を減らす（入園のハードルを下げる）

・親の意向を確認

②入園後の慣らし保育期間
・子どもの体力的負担と親から離れた生活経験のバランスを確認

・保育士が小慢児童(医療的ケア含む）への関りを理解する時期

⇒園内に常駐する看護師による相談・調整ができるとよい

③子どもの自立期間
・子どもは既存の保育環境で集団生活ができるようになる/保育士だけでも

ある程度対応できる時期

⇒ 子どもの成長と生活をすり合わせながら、子どもの生活習慣(セルフケア

能力）を促す

・子どもの生活の様子から、親は就学の見通しやイメージをもつことができる時期
⇒就学支援



就園に向けてのガイドブック作成

方法
①アセスメントシート（就園のための情報共有シート）の枠組み作成
②記載事例の収集
③アセスメントシートの活用方法などを含めた
ガイドブックの作成

＜集団保育ができるために就園準備に必要な要素＞
・疾病等による保育活動の具体的状況を確認できる
・子どもの状態から園での生活レベルを検討できる
・入園前の準備・必要な調整を洗い出せる



「就園のための情報共有シート」の枠組み

医学的な状況

医学的な状況：集団生活に支障が
ないかどうか医療側の判断。保育中に
実施する必要がある服薬等の医ケア
と、体調への配慮事項、緊急時の対
応のみ記載する。可能な限り主治医
（医療機関）に記載依頼



発達・生活上の配慮

発達・生活上の配慮
どの程度の発達状況か、どの程度の生
活レベルかを判断し、年齢相応の保育
が可能かどうかなどを検討する
保護者からの聞き取りだけではなく、本
人の様子などからも記載



保護者情報

園の調整内容

保護者情報
就園に対する保護者の意向の確認、
入所要件の検討の参考とする

園の調整内容
医学的な状況、発達・生活上の配慮、保護者情報を踏まえ、園で
の連携・調整に必要なこと等具体的検討のための事項を記載

子どもの疾患の特徴や集団生活上のポイントを記載していると、園の受け入れ
の参考となる



ガイドブックの構成

１．ガイドブック作成にあたって
２．子どもにとっての集団活動の意義
３．就園相談の流れとの就園のための情報共有シートの活用方法
４．就園のための情報共有シートの記載例

①白血病
②ネフローゼ症候群
③慢性肺疾患
④慢性心不全
⑤プラダーウィリ症候群
⑥１型糖尿病
⑦血友病
⑧ウエスト症候群
⑨二分脊椎・水頭症
⑩鎖肛













①就園にあたっての準備期間
ガイドブックを活用した就園支援の評価
情報共有シートの修正等

②入園後の慣らし保育期間
③子どもの自立期間

⇒ ②③の具体的支援を通し
就学へのスムースな移行を目指す

今後の課題


